
福祉用具貸与･販売の選択制導入に関するQ&A
通番 質問 回答

1

歩行器を屋内と屋外で使用する場合、屋内用はレンタルで屋外用は購入といっ
た、同一品目でレンタルと購入を同時にしてよいか。
また計画書またはアセスメント資料などにレンタルと購入のサービスを同時に行う
理由を記載しておくことが望ましいか。

可能ですが、福祉用具の販売または貸与のいずれかを提案するにあたっては、
利用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断してください。
(介護保険最新情報Vol.1261　問5)
また、理由の記載についてはお見込みのとおり記載しておくことが望ましいと考え
ます。

2
ピックアップ歩行器を購入後にADLの変化などで歩行車をレンタルすることは可能
か。

可能です。
(介護保険最新情報Vol.1261　問5)

3

福祉用具を購入をした後に何らかの理由で貸与に切り換えることは可能か。
また計画書やアセスメント資料などに理由をしっかりと書き込むことが大切だと考
えるが市の見解はどうか。

可能ですが、福祉用具の販売または貸与のいずれかを提案するにあたっては、
利用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断してください。
(介護保険最新情報Vol.1261　問5)
また、理由の記載についてはお見込みのとおり記載しておくことが望ましいと考え
ます。

4

購入した歩行器や杖などが破損した場合、再購入は可能か。
また破損の具合などで明確に再購入の基準を設ける事は難しいと考える。再購
入が必要と判断した際には事前に高齢介護課窓口への相談が必要か。

破損している写真があれば、再購入は可能と考えますが、必ず事前に相談してく
ださい。

5 4点杖や歩行器を介護保険で購入後紛失した場合、再購入可能か。 紛失の場合は再購入不可となります。

6

購入の場合、商品はTAISコードがあるものに限られるのか。（事業所としては安全
面等を考慮するとコードがあるもののほうをすすめたいが、コードがないものにおい
て価格が安いものがある。）

補足：ＴＡＩＳ情報登録の手引きには
『福祉用具情報システム（以下、ＴＡＩＳ）は、国内の福祉用具メーカー又は輸入事業者か
ら、「企業」及び「福祉用具」に関する情報を収集し、当協会のホームページを通じて、情
報発信するシステムです。適切な福祉用具を選定・利用するためには、利用される方の身
体状況や使用環境などの情報に加え、使用を検討する用具の「仕様」や「機能」、「性能」
などに関する情報が必要です。ＴＡＩＳは、全国に散在する福祉用具に関する情報を収集・
分類、体系化し、情報提供することによって、福祉用具の適切な利用に寄与するもので
す。』、『ＴＡＩＳは、書面での申請に基づいて登録されるものであり、製品の安全性や性能を
保証するものではありません。』と記載がある事からＴＡＩＳコードは情報の収集と発信が主た
る目的で安全性を確保するものではない。

TAISコードがあるものに限ります。

7

杖のゴム部分がすり減り交換が必要な場合、部品の交換は介護保険の福祉用
具購入として再申請するのか、メンテナンスとして利用者の自費負担で購入する
のか。

購入した福祉用具の消耗品にあたるため、メンテナンスで対応となります。よっ
て、介護保険では支給しないため、利用者負担となります。

別紙
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8

スロープを追加購入する場合、図面等の添付書類は必要か。
また住宅改修の段差解消工事の際には段差の全体写真とメジャーをあてた写真
が必要だが、そういった資料は必要か。

図面が必要です。
また、全く同じものを複数個購入する場合は、見積書の添付が必要です。
(介護保険最新情報Vol.1225　問98)
また、複数個同時申請する場合の見積書は、個々に申請した場合、金額の端数
に差が生じてしまうため１枚にまとめて申請を行ってください。
写真は必要ありません。

9

福祉用具購入では「同一年度内に一度、福祉用具購入費が支給されると、以後
の期間に同一種目の特定（介護予防）福祉用具については福祉用具購入費は
支給されません」とあるが、スロープの追加購入の場合も同様の対応でよいか。

スロープに関しては図面で場所を確認しているため、追加支給可能となります。
(介護保険最新情報Vol.1225　問98)

10
屋外用のミニスロープは選択制販売の対象か。 屋内・屋外の規定はないため可能ですが、屋外の敷地外で利用する際は利用す

る度に設置・片付けが必要です。

11

１カ月レンタルした後、購入することは可能か。
デモ期間を前提としてのレンタルから販売は不可。
ただし、利用者様が製品を気に入り、レンタル前提で当初進めていたものが購入
の意思を示されてしまった場合には高齢介護課で相談に乗って頂くことは可能
か。

お試し利用は不可となります。
個別ケースについては、事前に高齢介護課までお問合せください。

12

福祉用具購入時のモニタリングは６カ月以内に１度だけでいいのか、継続してモニ
タリングが必要なのか。
また、モニタリングシート等を高齢介護課に提出する必要はあるのか。

6カ月以内に1度モニタリングを行い評価が必要です。その後については個々の状
態に応じて対応をお願いします。
(介護保険最新情報Vol.1225　問99)
また、モニタリングシート等の提出は必要ありませんが、運営指導時などでは確認
を行う場合がありますので、適切に保管をお願いします。

13
福祉用具購入した場合、ケアプランは軽微な変更か、新たにケアプラン交付が必
要か。

軽微な変更で対応可能です。

14

支持基底面が広い４点杖を購入したが、ADL改善し基底面が狭い４点杖をレンタ
ルor購入することは可能か。

可能ですが、福祉用具の販売または貸与のいずれかを提案するに当
たっては、利用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断してください。
(介護保険最新情報Vol.1261　問5)

15

購入を選択された場合、事業所として情報開示（居宅・包括・病院関係）された
内容は書面として保管が必要か。
また、福祉用具を提供する業者が意見確認を行っても良いか。
しかし、身体の動作に関わる医師や理学療法士と関わりのある利用者であれば
意見も聞きやすいが、主治医が内科の医師としか関りがなかったりリハビリサービ
スを受けておられない方はどのような対応をすればよいか。

選択制にあたっては、医師・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の意見が必
要となりますが、聴取方法や様式に特段の定めはありません。
(介護保険最新情報Vol.1261　問７)
しかしながら、知り得た情報については記録に残すこと、また、ケアマネジャーと連
携を図り、主治医に意見を求めることが望ましいと考えます。
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16
同一品目の再購入において、介護保険施行規則に「特別な事情」がある場合と
あるが、八尾市での規定などはあるのか。

安全が保てないなど、現行通りの見解となります。

17

選択制の説明義務は、居宅介護支援事業所ｏｒ福祉用具貸与事業所どちらか。 利用者の心身状況を把握しているのはケアマネジャーであり、福祉用具の専門知
識を有しているのは福祉用具貸与事業所であるため、連携して対応するべきもの
と考えます。

18

以前から貸与を受けている利用者に選択制の説明（告知）をする義務はあるの
か、また期限はあるのか。

説明（告知）の必要はあります。
期限については、次回のモニタリング時までに説明し情報提供を行ってください。

19

重要事項説明書に選択制の文書を記載するのか。（チェック欄などが必要か）
（例）ふくせんから新たに出た【福祉用具サービス計画書】には購入選択制の説明
を行った有無が追加されている。今後サービスを提供する事業所も対応が求めら
れる。

国から示されていない限り、重要事項説明書への記載必要との判断には至らな
いと考えます。
また、様式は定めてませんが支援経過や計画書の中に説明した記録を残すこと
が望ましいと考えます。


